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　政府も，大学も，そして産業界も，「産学連携！ 産
学連携！」と長きにわたり連呼してきた。もちろん，
順調に進んでいる産学連携も確かにあり，そこからイ
ノベーション創出につながった例もある。しかし，大
学で起きる産学連携のほとんどは，企業から少額の資
金を得た大学の教員が少しばかり応用に向いた研究
を，しかも学生の手を借りて，進めているケースがほ
とんどである。これでは，なかなかイノベーションに
展開できる革新的な技術開発まではつながらない。本
稿では，まず産学連携のあり方を再考し，現状で何が
必要か，考えたい。

産学連携は変化している

　企業が大学と進める「産学連携」には，いくつかの
形（型）がある。大学に技術ライセンスをする仕組み

（Technology Licensing O�ce，TLOに相当する仕組み）が
大学内になかった大学法人化前は，大学教員（アカデ
ミア研究者）が開発した技術に興味をもった企業が，
発明者である大学教員に直接接触し，大学から（多く
の場合は教員から直接）技術譲渡を受けるかたちで技
術を企業に導出することも多かった。比較的安価に技
術譲渡を受けた企業は，自らの研究所内で技術を磨
き，商品化に結びつけて事業展開していった。そうい
った企業の多くは技術譲渡後も企業内研究者を大学研
究室に派遣したりして，教員と綿密な連絡を取りなが
ら事業展開を目指したため，これが産学連携の形のひ
とつであった。しかし，「日本版バイ・ドール法」がで
き，大学自ら TLO を持つようになると，大学が企業に
技術譲渡をすることは減り，むしろライセンス契約で
技術を導出するようになる。そうなると，ライセンス
契約の価格が上がる一方で，排他的（exclusive）な技術
譲渡とは異なり，非排他的（non-exclusive）な契約もあ
り得るため，企業は自らの研究所内で他社に知られな
いように独自に技術を磨くことが増えていくことにな
る。したがって，大学教員と連携を継続してきた従来

の産学連携の形にも，若干の変化が生まれてこざるを
得なくなった。
　さらに，国内企業がグローバル展開をせざるを得な
い時代が来ると，海外企業との競争を勝ち抜くため
に，よりスピード感をもって商品開発を迫られるよう
になった。また，企業内の研究所も息の長い基礎研究
から商品に直結する開発研究へ重点的に資金を投入せ
ざるを得ない。一方で，直面する課題の根本的な問題
を解決するためには，基礎・応用研究の重要性も無視
できない。したがって，企業が抱える課題をいち早く
解決してくれる技術開発を産学連携で行う，いわゆる

「課題解決型」連携研究の重要性が増してきたのだ。連
携先の大学教員が得意とする分野，あるいは開発した
技術を課題解決に応用し，課題解決への糸口を早く見
つけ出し，時には企業側が取り入れやすい技術へと改
良を加えて，最終的に企業に導出することが出口とな
る連携である。この形が，これから大学教員に期待さ
れる多くの産学連携の形になっていくだろう。
　グローバル競争に耐えうる事業ともなると，10 年先
の市場を見据えながら，企業自ら開拓するレベルのイ
ノベーションの必要性も出てくる。必然的に企業が要
望する課題は，益々複雑さ，困難さが今後増してくる
ことも避けられない。したがって，これまでのような
一研究室，個人商店的な産学連携では，課題を本質的
に解決することはできなくなる。つまり，複数の大学
教員（研究者）が知恵を出し合い，チームで企業のも
つ課題を解決する「チーム課題解決型」連携こそが，
企業にとっては大学との産学連携の最大メリットであ
ろう。オープンイノベーションというと，つい「大学
1 研究室」対「複数企業」というイメージを持ちがち
だが，実は逆，すなわち「大学複数研究室」対「1 企
業」も極めて重要な「学内オープン」産学連携である。

新たな産学連携の場が必要だ

　現在，こういった産学連携の場が大学にあるか，大
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学が持っているか，というとない。特定の研究領域に
特化した機能をもった施設をもつ大学はあるものの，
まだ芽が出ていない研究領域や学際領域の産学連携と
して新たにチームをつくる場として機能をもつ施設あ
るいは十分な体制を大学がもっているとは言い難い。
　「学内オープン」産学連携では，組織として「大学」
対「企業」の契約が不可欠になる。一般に大学教員は，
研究室で行った研究成果を会議で発表し，研究誌に論
文発表することを本質的なミッションとしている。し
かし，こういった産学連携では，それを主目的には一
般的にできない。特に複数の教員が産学連携に携わる
場合，当然各自の無断個別発表に細心の注意を払う必
要があるだけでなく，利益相反にも注意が必要であ
る。例えば，「学内オープン」産学連携に関わる教員
が，契約をしていない他企業と情報を共有したり，大
学内の他の教員と情報共有したりすることすらも，利
益相反になり得る。こういった複雑な利益相反をチー
ムに参画する教員が個々に管理するのは極めて難し
い。また，チームを編成する際に，大学の教員の 1 人
がリーダーシップを取り責任を全て負うことは，時間
的な制約からも非常に厳しいであろう。
　このような種々の問題点を総合的に考えると，「学
内オープン」産学連携を推進するためには，教員の研
究室から独立した研究ユニットを速やかに組める体制
が必要である。また，学務業務を兼務する教員自らが
リーダーになるのでなく，産学連携を総括的にみる専
門的なリーダーを置く必要もある。教員側からみる
と，チープレーバー的な学生をつかって産学連携をす
るのではなく，上記の産学連携のための専門的なリー
ダーの下，企業から提供される研究資金で雇用した実
施研究員を中心にチームを組むことが重要である。チ
ームに参画する教員は，研究顧問としての役割を果た
し，産学共同報告会で研究の方向性をしっかり確認
し，適切なアドバイスする重要な役割をユニット外か
ら果たす。ユニットの実施研究員は，参画教員の研究
室から出向し（あるいは企業から出向し）産学連携に
特化した開発研究を進める役割を担うため，雇用財源

は企業からの産学連携の研究資金となる。そのために
は，産学連携の研究資金も大型にならざるを得ないだ
ろう。逆に言うと，大学は企業と大型の産学連携を組
み，オープンイノベーションに挑む新たな機会と言える。

オープンイノベーション機構を新たな産学連携の場に

　従来，大学の産学連携本部あるいはそれに相当する
部署は，個々の教員（あるいは時には部局）と企業が
連携する際の契約を扱う部署であった。しかし，こう
いった大型の「学内オープン」産学連携を推進するに
は，産学連携本部が自ら産学連携研究開発，そしてオ
ープンイノベーションに直接関与していく必要があ
り，これまでの業務を大きく拡大していく必要があ
る。大学に「学内オープン」産学連携を推進するため
に，筆者は「オープンイノベーション機構」なる仕組
みを各大学に創ることを提案したい（図）。
　オープンイノベーション機構は，学務の担う部局を
超えた一種の部局，「産学連携部局」となるべきだろ
う。大学は，オープンイノベーション機構に産学連携
のリーダーとなるプログラムマネージャー（PM）を雇
用する。各 PM が専門性を生かして自ら企業のニー
ズ・課題を発掘し，自らあるいは学内のTLOから技術
情報を収集することで，適切な研究者から成るチーム
を編成する。契約で得た研究経費に関しては，この機
構に全ての使用権限を与える直接・間接経費特区にす
る。直接経費（実施研究員の雇用費を含む）は企業と
の連携による課題解決研究にあて，間接経費は PM の
雇用費にあてる。初期の PM 雇用費は大学の持ち出し
にならざるを得ないが，PM の活躍により企業との大
型連携につながっていけば，PM の雇用費は間接経費
で回せるようになる。さらには，パフォーマンスをベ
ースに PM の給与に反映させることは，PM のインセ
ンティブにもなろう。結果的に，大型連携から生まれ
る技術特許の導出（課題を提供し資金を提供した企業
が第一優先であるが，導出に至らなかった場合は別企
業への導出も模索する），場合によっては連携企業と
のスピンオフ企業の起業，といったイノベーションへ
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とつなげていく。それらによって得られたロイヤリテ
ィは，適切な割合で機構・大学本部・発明者と折半
し，機構の持ち分は機構の運営費とすべきである。
　では，オープンイノベーション機構がもたらす大学
教員，大学へのメリットは何か。まず，大学の基礎研
究と企業との産学連携研究を分離することで，本来の
アカデミア研究を守ることになる（これが一番重要だ
と筆者自身は考えている）。また，上記のロイヤリティ
から発生する大学本部の持ち分の一部は，その教員の
研究室に「紐無し研究費」として配分することで，基
礎研究に還元することも重要なインセンティブになり
得るだろう。また，大学にとっては，大型産学連携を
進めやすくなり，またイノベーションにつながる可能
性も高まる。何よりも，大学が担う社会貢献のミッシ
ョンを活性化することにつながることが大学にとって
は最大のメリットであろう。また，オープンイノベー
ション機構につくられるチームユニットは，「大学複
数教員」対「複数企業」の超大型産学連携を複雑な利
益相反に陥ることなく担うこともできる受け皿組織と
もなり得る。

おわりに

　日本の大学で起きる産学連携が「絵に描いた餅」に
ならないためにも，個人商店の小型産学連携から，オ
ープンイノベーション機構による大型産学連携へ，ま
た機構から生まれる新技術から破壊的イノベーション
すら生み出せるベンチャー企業創出へと，大学は踏み
出す必要がある。産業界から，またアカデミアから
PM になる人物が多数現れるかどうかは未知ではある
が，機構の運営の仕方によっては魅力的で且つ挑戦的
なポジションになることは間違いない。最後に，文部
科学省もオープンイノベーション機構の重要性を認識
し，補助金の計画をしていることを付け加えておきた
い。
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